
産業医科大学内の作業

開発した医療介護総合
データベース（HDAS）のシステム概要

国保医科レセプト

国保調剤レセプト

後期医科レセプト

後期調剤レセプト

介護保険レセプト

医療保険・介護保険
被保険者対応テーブル

データ加工

傷病コード
マスタ

特定健診データ

• 医療介護特定健診共通の個
人ＩＤの作成とハッシュ化

• 分析用に加工した各データの
個人IDを上記個人共通IDに変
換して分析用DBを作成

• 上記分析用DBをQlikviewファイ
ルに加工

QVファイル QV用
サーバー

端末での閲覧
（参加自治体）

National Database における
個人情報保護方針に準拠した

システム構成

KDBと連結可能
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医療介護保健総合分析システム
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ある保険者における外来薬剤費の分析
（2011年10月）

ジェネリック代替効果の分析

2011年10月のこの保険者の外来医療における薬剤費は1.7億円。仮に
ジェネリック代替可能な薬剤をすべてジェネリックにすると3.7千万円
（22%）薬剤費を削減することができる。
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特定健診の分析システム

ともに脂質、血糖、血圧のリスクがあるが、「服薬あり」のため「情報提供」となった男性の事例。
上段の男性はそれぞれの傷病の内服治療を受けているが、下段の男性は受けていないことがわかる。 22



医療と介護の連結分析
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複合的な傷病を持つ要介護高齢者数のサービス受給状況

（自治体データ：認知症とがんがあり介護サービスを受けている患者
2012年10月）
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介護予防事業の効果に関する分析
H23年度に基本チェックリストの送付を受けて返送した住民（2228名）のうち、二次予防該当と判定さ
れた481名についてH24年度以降の介護保険給付の状況を体操への参加の有無別に分析した結果
が示されている。利用者の割合は2群で差がないが、参加群では施設サービス、地域密着サービスの
利用がなく、また要介護度も要支援2までにとどまっていた。同様の効果は医療費でも確認されている
以上より、介護予防事業は介護給付費及び医療費の節約効果があることが明らかとなった。
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費用対効果分析の例
（肺炎球菌ワクチンの効果分析）

観察期間

観察
残存率

P<0.01
Log Rank 検定
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肺炎予防の経済評価

【対象】
平成25年度（4月～3月）に肺炎予防球菌ワクチン接種の勧奨通知を受けた60歳以上の高齢者3894
人。なお、勧奨は地区単位で3年で全地域の高齢者に接種。
【方法】
3894人のうち接種した者1134人と接種しなかった者2760人について肺炎発症の有無を国保レセプト
及び後期高齢者医療制度レセプトから把握し，生存分析を行った。なお，ワクチン接種月は対象者に
よって異なるため，接種群については接種月から肺炎発症または観察終了月までの期間，非接種群
については4月から肺炎発症または観察終了月までの期間を観察期間とした。
【結果】

接種群は未接種群より統計学的にも有意に肺炎罹患率が低く、またかかった場合の医療費も少な
かった。費用効果分析でも有意な医療費節約効果が推計された（下表）。

平均 標準偏差

ワクチン接種 1,134 7,983 89 0.01115 350,978 613,619
ワクチン未接種 2,760 30,456 424 0.01392 1,179,856 1,758,259

費用効果分析
1万人の高齢者

予防接種をしなかった場合の肺炎医療費=10000人×罹患率（0.01392）×罹患者一人当たり肺炎医療費（1,758,259）　(A) 164,256,315
予防接種をした場合の肺炎医療費=10000人×罹患率（0.01115）×罹患者一人当たり肺炎医療費（350,978）  (B) 39,129,425

利得 (C) 125,126,890

ワクチン接種費用を考慮した利得

肺炎ワクチン接種費用＝7000*10000 70,000,000 (D) (D)-(C ) 55,126,890

原価＝4835円 48,350,000 (E ) (D)-(E ) 76,776,890

罹患者一人当たり肺炎医療費（円）
観察人月 肺炎発症（人） 罹患率対象者（人）
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まとめ

• 我が国には医療・介護の現状と課題、そして今後の
あり方を客観的に検討するための情報がある。しか
も、技術的にその活用は問題なくできる。

• しかし、それが有効活用されていない。
• 最も大きな阻害要因は、どの主体が、どの情報を、
どのように活用すべきか、のコンセンサスがないこと

• 基盤システムは国が整備し（フォーマットの統一）、
民間事業者がそれを前提に活用を考える、という仕
組みが望ましい→フォーマットの不統一はコスト増と
非効率化につながる。まずは、共通フォーマットでの
可視化が喫緊の課題
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